
１　一般会計

（１）収入状況（歳入）

（単位：千円,％）

当初予算額
補正予算額
及び予備費

充用

継続費及び
繰越事業費
繰 越 財 源
充　 当　 額

予算現額 収入済額
予　算　に
対　す　る
収入割合

1 町 税 1,492,952 △ 70,000 0 1,422,952 1,312,675 92.25%

2 地 方 譲 与 税 28,409 126 0 28,535 20,564 72.07%

3 利 子 割 交 付 金 549 220 0 769 737 95.84%

4 配 当 割 交 付 金 9,244 0 0 9,244 10,250 110.88%

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付金 11,365 3,605 0 14,970 16,634 111.12%

6 法 人 事 業 税 交 付 金 25,489 3,185 0 28,674 30,183 105.26%

7 地 方 消 費 税 交 付 金 223,850 42,724 0 266,574 293,243 110.00%

8 自 動 車 税 環 性 能 割 交 付金 3,493 234 0 3,727 3,726 99.97%

9 地 方 特 例 交 付 金 29,480 35,731 0 65,211 69,335 106.32%

10 地 方 交 付 税 1,379,000 275,566 0 1,654,566 1,667,984 100.81%

11 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付金 669 0 0 669 640 95.67%

12 分 担 金 及 び 負 担 金 81,577 △ 26,763 29,655 84,469 25,176 29.81%

13 使 用 料 及 び 手 数 料 25,866 0 0 25,866 24,956 96.48%

14 国 庫 支 出 金 729,225 296,310 22,492 1,048,027 840,292 80.18%

15 県 支 出 金 360,773 31,971 0 392,744 164,278 41.83%

16 財 産 収 入 1,365 20,296 0 21,661 21,628 99.85%

17 寄 附 金 350,101 215,030 0 565,131 568,973 100.68%

18 繰 入 金 504,657 78,490 0 583,147 581,497 99.72%

19 繰 越 金 80,000 189,120 111,765 380,885 380,885 100.00%

20 諸 収 入 74,900 7,429 0 82,329 43,607 52.97%

21 町 債 516,393 73,980 114,700 705,073 152,873 21.68%

5,929,357 1,177,254 278,612 7,385,223 6,230,136 84.36%

※　表示未満四捨五入のため合計が一致しない場合もある。

（２）支出状況（歳出）

（単位：千円,％）

当初予算額
補正予算額
及び予備費

充用

継続費及び
繰越事業費
繰　 越　 額

予算現額 支出済額
予　算　に
対　す　る
支出割合

1 議 会 費 71,559 595 0 72,154 70,085 97.13%

2 総 務 費 813,062 833,022 49,664 1,695,748 1,444,389 85.18%

3 民 生 費 1,804,091 220,416 5,670 2,030,177 1,626,001 80.09%

4 衛 生 費 668,823 126,897 28,198 823,918 611,077 74.17%

5 農 林 水 産 業 費 243,110 △ 5,237 75,580 313,453 185,069 59.04%

6 商 工 費 22,631 △ 900 0 21,731 16,609 76.43%

7 土 木 費 752,889 3,805 119,500 876,194 691,112 78.88%

8 消 防 費 291,035 △ 9,512 0 281,523 265,620 94.35%

9 教 育 費 848,169 1,203 0 849,372 695,997 81.94%

10 災 害 復 旧 費 3,752 14,610 0 18,362 14,254 77.63%

11 公 債 費 400,236 △ 1,387 0 398,849 398,422 99.89%

12 予 備 費 10,000 △ 6,258 0 3,742 0 0.00%

5,929,357 1,177,254 278,612 7,385,223 6,018,635 81.50%

※　表示未満四捨五入のため合計が一致しない場合もある。

Ⅰ　収入及び支出の概況

区　　　　分

歳　　入　　合　　計

区　　　　分

歳　　出　　合　　計

(令和7年3月31日現在)



２　特別会計・公営企業会計

　収入（歳入）・支出（歳出）状況
（単位：千円,％）

当初予算額 補正予算額

継続費及び
繰越事業費
繰 越 財 源
充　 当　 額

予算現額
収入及び
支出済額

予　算　に
対　す　る
収入割合

歳　　　　入 1,116,167 6,837 0 1,123,004 961,823 85.65%

歳　　　　出 1,116,167 6,837 0 1,123,004 942,424 83.92%

歳　　　　入 1,242 0 0 1,242 1,480 119.16%

歳　　　　出 1,242 0 0 1,242 0 0.00%

歳　　　　入 231,835 △ 7,335 0 224,500 201,333 89.68%

歳　　　　出 231,835 △ 7,335 0 224,500 204,472 91.08%

歳　　　　入 70,906 11,267 0 82,173 82,172 100.00%

歳　　　　出 70,906 11,267 0 82,173 67,365 81.98%

歳　　　　入 1,251,930 48,579 0 1,300,509 1,124,035 86.43%

歳　　　　出 1,251,930 48,579 0 1,300,509 1,147,673 88.25%

歳　　　　入 5,211 1,231 0 6,442 4,660 72.34%

歳　　　　出 5,211 1,231 0 6,442 1,754 27.23%

水道事業収益 272,576 160 0 272,736 234,851 86.11%

水道事業費用 271,372 542 10,000 281,914 173,004 61.37%

資本的収入 13,440 40 0 13,480 20,305 150.63%

資本的支出 102,353 176 93,740 196,269 29,399 14.98%

公共下水道事業収益 431,115 367 0 431,482 329,620 76.39%

公共下水道事業費用 391,413 367 0 391,780 73,524 18.77%

資本的収入 259,589 856 0 260,445 335,985 129.00%

資本的支出 453,663 856 315,067 769,586 576,797 74.95%

公共下水道事業会計

区　　　　分

国民健康保険特別会計

育英奨学資金給与特別会計

水道事業会計

介護老人保健施設特別会計

介護保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

町営墓地特別会計



１　税の負担状況（普通税）

予算現額 収入済額 予算現額 収入済額

1 町民税 607,666 504,950 56,312 46,794 130,709 108,615

個人 453,656 389,708 42,040 36,114 97,581 83,826

法人 154,010 115,242 14,272 10,679 33,128 24,789

2 固定資産税 694,510 702,594 64,360 65,109 149,389 151,128

純固定資産税 694,510 702,594 64,360 65,109 149,389 151,128

交付金及び納付金 0 0 0 0 0 0

3 軽自動車税 44,276 48,520 4,103 4,496 9,524 10,437

4 町たばこ税 76,500 56,612 7,089 5,246 16,455 12,177

1,422,952 1,312,676 131,864 121,645 306,077 282,357

※　表示未満四捨五入のため合計が一致しない場合もある。

人口数　　 10,791人

世帯数　　 4,649世帯

合　　　　計

Ⅱ　住民の負担の状況

住民負担額（円）
１人あたり １世帯あたり

予算現額
(千円）

収入済額
(千円）

区　　　分

(令和7年3月31日現在)



１　公有財産

（１）土地及び建物

①一般会計 （単位：㎡）

②介護老人保健施設特別会計 （単位：㎡）

③町営墓地特別会計 （単位：㎡）

（２）出資による権利

（単位：千円）

合　　　　計

4,414

17,214

0

49,511

100,022

846

408

14,351

0

699,810 37,364

188,957

学 校

公 営 住 宅

公 園

340,785

山 林 そ の 他

合　　　　計

土　　　地

0

0 0

Ⅲ　財産、公債及び一時借入金の現在高
(令和7年3月31日現在)

そ の 他 の 施 設

建　　　物区　　　　分

16,121 4,545本 庁 舎

消 防 施 設

そ の 他 の 施 設
そ の 他 の 行 政 機 関

公 共 施 設

269

600

213

里 庄 町 公 共 下 水 道 事 業 出 資 金

地 方 公 営 企 業 等 金 融 機 構 出 資 金

笠 岡 放 送 ( 株 ） 出 資 金

( 公 財 ) 岡 山 県 動 物 愛 護 財 団 出 捐 金

809,116

589,839

600

（ 公 社 ） お か や ま の 森 整 備 公 社 出 資 金 100

( 公 財 ) 岡 山 県 林 業 振 興 基 金 出 捐 金

( 公 財 ) 岡 山 県 健 康 づ く り 財 団 出 捐 金

科 学 振 興 仁 科 財 団 出 捐 金

737

10,000

40

203,000

現在高

452

629（公財）岡山県農林漁業担い手育成財団出捐金

( 公 財 ) 岡 山 県 郷 土 文 化 財 団 出 捐 金

（ 一 社 ） 岡 山 県 畜 産 協 会 出 捐 金

岡 山 県 農 業 信 用 基 金 協 会 出 捐 金

岡 山 県 信 用 保 証 協 会 出 捐 金

区　　　　分

( 公 社 ) 岡 山 県 防 犯 協 会 出 捐 金

247

240

430

1,720

(公財)岡山県暴力追放運動推進センター出捐金

里 庄 町 土 地 開 発 公 社 出 資 金

建　　　物

4,104 3,900

区　　　　分 土　　　地 建　　　物

公 共 施 設 そ の 他 の 施 設 6,148 18

区　　　　分 土　　　地

公 共 施 設 そ の 他 の 施 設



２　物品

（１）一般会計

（単位：台）

（２）特別会計・公営企業会計

①介護老人保健施設特別会計 （単位：台）

（単位：台）

（単位：台）

（単位：台）

1

ト ラ ッ ク 1

合　　　　計 2

マ イ ク ロ バ ス 1

1自 動 車

箱 形 バ ン

ト ラ ッ ク

軽 四

電 気 自 動 車

ポ ン プ

6

消 防

合　　　　計

14

14

1

積 載 車

指 令 車

④水道事業会計

合　　　　計 5

②介護保険特別会計

区　　　　分 現在高

軽 四 乗 用 車 1

③公共下水道事業会計

軽 四

区　　　　分 現在高

軽 四
箱 形 バ ン

1

1

乗 用 車

ト ラ ッ ク

区　　　　分 現在高

3
普 通

乗 用 車 1

区　　　　分 現在高

箱 形 バ ン 1

区　　　　分 現在高

普 通
乗 用 車 1

箱 形 乗 用 車 2

軽 四
乗 用 車 1

箱 形 バ ン 1

12

55



３　基金

（１）一般会計

（単位：千円）

（２）特別会計・公営企業会計

（単位：千円）

４　町債

（１）一般会計

（単位：千円）

147,125

1,403

現在高

1,530,539

289,437

臨 時 財 政 対 策 債 1,673,842

減 税 補 て ん 債

23,548

23,548土 木 ・ 農 林

その他 1,687,260

災害復旧債

0臨 時 財 政 特 例 債

2,765

消 防

庁 舎

教 育

土 木

普通債

2,997,509

区　　　　分 現在高

249,049

国民健康保険特別会計

692,921

介護保険特別会計

財 政 調 整 基 金

介護老人保健施設特別会計

財 政 調 整 基 金

合　　　　計

介 護 給 付 費 準 備 基 金 112,021

い き い き 里 庄 基 金

82,000

教 育 施 設 整 備 改 修 基 金 241,785

土 地 開 発 基 金 103,020

環 境 整 美 基 金 50,393

古 山 基 金 10,084

ス ポ ー ツ 振 興 基 金

58,936

243,418

259,181

ふ る さ と 保 全 基 金 57,600

文 化 振 興 基 金 373,236

減 債 基 金

開 発 基 金

地 域 振 興 基 金

森 林 環 境 譲 与 税 基 金

区　　　　分 現在高

1,363,496

100,000

合　　　　計

600,939

区　　　　分

3,241,347

6,930民 生

242,023

242,682

衛 生

農 林 水 産

0

0

商 工

文 化 ホ ー ル

減 収 補 て ん 債 10,653

未 来 を 拓 く ふ る さ と ま ち づ く り 基 金 50,000

4,360

財 政 調 整 基 金



（２）特別会計・公営企業会計

（単位：千円）

６　一時借入金

（１）一般会計

なし

(２)特別会計・公営企業会計

なし

区　　　　分 現在高

公 営 企 業 債 1,991

3,405,992下 水 道 事 業 債

水道事業会計

公共下水道事業会計



本町の財政状況と今後の見通し 

 

本町の財政状況は、財源不足により基金繰入金に依存する形が続き、基金残高の

減少が大きな懸念材料となり、町議会からも今後の財政運営を危惧する声が上が

り、財政健全化が強く求められてきた。 

これまでの基金残高の減少の要因としては、主に町主要施策である公共下水道事

業推進に伴う公共下水道事業会計への費用負担や道路建設改良事業の実施である

が、その他の要因として、人件費の増加や少子高齢化・障害福祉に対応するための

社会保障費の増加、老朽化した公共施設の改修工事費の増加に加え、平成28年度及

び平成30年度の災害に対応するための災害復旧事業などがあげられる。 

令和５年度決算では、ここ数年の行政改革大綱及び実施計画に基づく各課室の取

組みの積み重ねや事業費の抑制、また、町税及びふるさとづくり寄附金などの歳入

確保のための努力、普通交付税の追加交付等の理由から、基金残高の合計がプラス

（＋152,737 千円）となり、実質単年度収支にその他基金の増減を加えた再収支も

プラス（＋236,384 千円）となり、財政状況は引き続き改善傾向にある。 

また、一般会計の起債残高は、一般廃棄物処理事業債や臨時財政対策債の減少に

より、全体として減少（△141,230 千円）しており、基金残高と起債残高、普通交

付税（公債費）の算入を考慮した場合の財政状況（再差引）も改善傾向にある。 

しかし今後は、職員定数の増や職員（会計年度任用職員も含む）の昇給等による

人件費の増加や、社会福祉事業等の扶助費の増加、新ごみ焼却場建設事業や県建設

事業（道路整備）の実施に伴う多額の負担金の増加、里見排水機場のオーバーホー

ルや里庄駅バリアフリー化、老朽化している公共施設の長寿命化や建替え等の推進

などの投資的経費の増加、下水道事業への負担金・出資金の支出、さらにここ数年

の投資的経費に充当した起債の償還額の大幅な増加が予想され、基金に依存する体

質から脱却するためには、引き続き歳出削減を徹底し、歳入に見合った行財政運営

に努めていく必要がある。 

 

歳出では、確実に増加が見込まれる人件費・扶助費・公債費の義務的経費の削減

は困難なため、大胆に事務事業の見直しを行うとともに消費的経費及び投資的経費

を継続的に削減するなど、痛みを伴う決断・改革により歳出の抑制・削減を行い、

必要最低限の予算編成に努めなければ、持続可能な行財政運営は困難な状況に追い

込まれていくこととなる。 

現在進行している大型事業の新ごみ焼却場建設事業・熱利用施設建設事業におい

て、負担金の財源の大部分については起債の発行により対応することになるが、令

和７年度には多額の借入が想定されており、また令和８年度以降は解体費用等が発

生するなど、将来的に義務的経費（公債費）の増加による財政硬直化の加速を懸念

している。 



歳入では、自主財源である地方税の大幅な増加は見込めない状況であるため、地

方税の確実な収納を今後も着実に行っていき、地方税以外の歳入に関しても確保す

るための対策を検討、実行していく必要がある。 

歳入の中で、ふるさとづくり寄附金は、令和元年度が 26,891 千円、令和２年度

が 72,502 千円、令和３年度が 220,244 千円、令和４年度が 429,599 千円、令和５

年度が 519,024 千円、令和６年度が 480,000 千円（見込み）とここ数年好調であり、

町の安定的な財政運営にとって非常に重要な自主財源の１つとなっている。また、

長引く物価高騰や円安等の影響を受け、苦境に立たされている町内事業者を支援す

るためにも、ふるさと納税のさらなる推進を図っていくことは行政運営にとって重

要であり、今後の里庄町の持続的な発展のためには不可欠な事業であると考えてい

る。 

 


